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1. はじめに
　中央教育審議会大学分科会将来構想部会において
は、大学の「強み」の強化と連携方策について議論さ
れている。その中で、人材養成の観点から各機能を分
かりやすく集約し、例えば３つの観点（①世界を牽引
する人材を養成、②高度な教養と専門性を備えた先導
的な人材を養成、③具体の職業やスキルを意識した教
育を行い、高い実務能力を備えた人材を養成）から検
討し、大学として中軸となる「強み」や「特色」をよ
り明確にしていくことも考えられるのではないかと
している。
　また、工学系教育の改革の議論では、学部等全体で
教員編成を行い、産業分野の変化に応じた複数の専攻
分野を組み合わせた教育課程の展開の促進、また、質
保証のための措置として、企業等との連携による授業
科目を開設する場合は、工学部等に置くものとされて
いる教員に加え、企業等からの実務家教員を専任教員
として置くこと等の検討がなされている。
　第 5期科学技術基本計画では「超スマート社会」の
実現（Society5.0）が計画され、競争力向上と基盤
技術の強化に資する人材育成を進めるとされている。
　以下では、国内外の取組を挙げつつ、企業と大学等
の連携による Society5.0 の具現化に資する人材の
養成について紹介する。

2. 企業と大学等の連携による人材養成の具
体的取組

２-1　産業活性化や企業の個別ニーズへの対応を目
的とした人材養成（米国・ドイツ・日本）
　1994年、米国国立科学財団（NSF）はペンシルバ
ニア州立大学が率いるコンソーシアムに補助金を支
出し、世界初となる「ラーニングファクトリー」を開
設した1）。これは、産業界とアカデミアが強いつなが
りと相互作用を持ち、学際的かつ実践的なエンジニア
リングデザインプロジェクトの実施を目指したもの
である。1995年以降、産業界が出資する何百ものプ
ロジェクトを支援するため、大学を挙げたインフラ
整備がなされ、必要な機器と材料を備えた2,000平
方メートル級の施設が設立され利用されてきた。こ
のプログラムは全国的に認められ、2006年に全米技
術アカデミーの工学教育イノベーション賞（Gordon 
Prize for Innovation in Engineering Education）を
受賞した。この初期の取組は、産業界における工業デ
ザインや製品設計における課題の解決などの特定の
ニーズを満たすために、教育研究の最前線である大学
の知識と場を活用するものであった。
　ドイツでは 1980年代後半に、ドイツ版ラーニ
ングファクトリーとも言える「Lernfabrik」におい
て、コンピュータ統合製造（Computer Integrated 
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約を結び、大学に「契約学科」として学科そのものを
設置して運営することが可能となった4）。そのモデル
ケースとして、成均館大学半導体システム工学科が挙
げられる。これは、サムスン電子が成均館大学と契約
して「世界最高水準の半導体分野における産学密着型
の人材養成を行う」というビジョンのもと設置された
学科で、半導体分野の人材確保が喫緊の課題であった
サムスン電子と、比較的歴史が浅い成均館大学の大学
の価値を高めたいという双方のニーズがマッチした
ものである。その結果、サムスン電子は優れた自社人
材の確保が可能となり、同時に成均館大学は大学ラン
キングで一気にトップクラスに躍り出た。所定の課程
を修了した学生は、原則としてサムスン電子への就職
が保証されているが、卒業には一定の語学レベル（特
に英語）に達していることや教養科目等の単位取得も
課され、バランスの取れた優秀な人材を輩出している
ようである。

２-3　企業のニーズを捉えた人材養成（韓国）
　高麗大学には、The KU Academy of Industry 
4.0（KU-AI 4.0）という部門がある5）。総括責任者を
筆頭に、部門の管理者、教育担当者、行政担当者、成
果の分析担当者で編成され、2018年度のカリキュラ
ムでは、学生は、スマートファクトリー、IoT、ビッ
グデータの３分野から選択して重点的に学べるシス
テムが構築されている。ここでは、地域の企業と協力
した学生への実習や実務、メンタープログラムの機会
を提供することにより、スキル強化やベストプラク
ティスの共有を推進し、労働市場の変化に柔軟に対応
できる人材を育成する取組が行われている。
　また、「ICTメンタリング」という韓国政府の人材
養成の取組もみられる6）。これは、2004年から始
まった人材養成事業で、科学技術情報通信部が支援
し、情報通信技術振興センター（IITP）が主管してい
る。大学生（メンティー）が ICT企業の専門家（メ
ンター）とチームを組んでプロジェクトを実行するこ
とにより、ICTの実務能力を向上させるという韓国の
ICT分野の代表的なメンタリングプログラムである。
学生は、様々な ICT分野の企業の専門家から指導を
受けることにより ICT技術の変化に適合する実務能
力の向上が期待できるとともに、企業側は、優秀な人
材の採用と従業員の再教育コストの削減が可能とな
る。このほかにもプロボノ的なプロジェクトや理工系
女子大生と女性起業家との共同プロジェクトを支援
するものなど、様々な人材育成支援プログラムが用意
されている。これらのプログラムで特筆されるべき点
は、支援内容もさることながら、年間のプロジェクト
実行数や養成メンティー数、及びメンティーの就職率

Manufacturing：CIM）に関連する認定プログラム
が行われた。この取組も産業界側のニーズに焦点を当
てたものであった。
　2000年代初頭になると、米国を中心に「ティーチ
ングファクトリー」も大きな関心を集め、教育やビジ
ネスでのパイロット活動が数多く行われた。「ティー
チングファクトリー」は、医学分野での取組（特に
「ティーチングホスピタル」（病院と並行して運営され
ている医学部で、学生に実際の経験と訓練をさせる））
に由来するもので、医療分野との類似点を製造業に適
用し、実務と製造教育・訓練との統合を目的としたも
のである。
　ラーニングファクトリーでは、目的に応じた講義や
訓練、あるいは研究活動が行われ、その結果、日々、
新しい能力の開発や技術革新が起こる可能性を秘め
ている。また、ドイツでは、イノベーション創出のみ
でなく、ラーニングファクトリーにおいて一連の工程
を俯瞰することができることから、マネジメント人材
の育成が可能であることが報告されている2）。
　我が国においても類似した取組事例が存在するの
で、そのうちの一つを紹介する。2016年度から 17
年度にかけて、産業競争力懇談会（COCN）では、
Society5.0 超スマート社会の一翼を担うため、「「人」
が主役となる新たなものづくり」を推進テーマの一つ
として活動を行ってきた3）。変種変量生産への対応力
が強化され、差別化技術を保有し機動力のある中小企
業との新たな生産連携が図られ、人の柔軟性と機械の
正確性を生かしフレキシブルに人と機械が協調する
「人」が主役となる新たなものづくりシステムを提言
するとともに、その社会実装に向け、産官学が協力
し、基盤技術開発、普及活動や人材育成のための「も
のづくり革新拠点構想案」を提言した（2018年 2月
最終報告書）。「ものづくり革新拠点構想案」では、工
場モデルラボにおけるAI とものづくりの融合、地域
特性を勘案した「ものづくり革新地域拠点」、社会実
装を支える高度人材育成についての大学・高専との
連携、品質保証・作業者等のエラーを考慮した作業者
の適応（人と製造技術とのインターラクションの考
慮、QoW（Quality of Working）の活用等）等の
具体化を目指している。
　今後、これらのラーニングファクトリーを効果的に
評価できるように、その取組や成果を簡単かつ有効な
方法で測定するための指標の作成と、それを利用した
網羅的な調査の実施が期待される。

２-2　企業への人材の輩出に直結した人材養成（韓国）
　韓国では 2007 年に「産業教育振興及び産学研協
力促進に関する法律」の改正により、企業と大学が契
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出典：The 19th Annual SBIR/STTR Conference における Lili Portilla 氏（Director,
Offi  ce of Strategic Alliance, NCATS）の発表資料

図表 1　NIH の商業化支援プログラムの全体像

等のデータが公開されていることである。

２-4　中小企業・事業化支援施策における起業家支
援（米国）
　米 国 政 府 に よ る Small Business Innovation 
Research（以下、SBIR）は、1982年に年間 1億ド
ル以上の研究開発予算を持つ 11の機関が参加し、各
省庁が定める重点研究分野においてイノベーション
を創出する可能性がある中小企業にグラントを提供
する省庁横断型のプログラムとして成立した。SBIR
プログラムは、研究フェーズから商業化への間に存在
するとされる「死の谷」を越え、イノベーション創出
に至る起爆剤として、英国では 2000年（SBRI）、我
が国でも 1999年に中小企業技術革新制度7）として
導入されている。
　以下では、米国保健福祉省（HHS）を事例にその傘
下の起業家支援プログラムについて紹介する注1。
　SBIR プログラムには、フィージビリティスタディ
の期間である「フェーズⅠ」、本格的な研究開発段階
である「フェーズⅡ」、商業化ステージの「フェーズ
Ⅲ」の３つのフェーズがある。米国国立衛生研究所
（NIH）では、中小企業の技術リスクを低減し、価値
の提案を高めることに重点を置きつつ商業化に向け
た支援が行われている。主として I-CorpsTM、Niche 

Assessment Program（NAP）、Commercialization 
Accelerator Program（CAP）等が提供されており、
対象となる中小企業の事業化段階に応じたシームレ
スな支援制度が整備されている（図表 1参照）。

（1）　I-CorpsTM

　I-CorpsTM は、NSF から広まった制度であり、
フェーズⅠの中小企業を対象とし、技術を商業化する
ための知的財産権及び規制上のリスク評価や金融手
段の特定等のメンタリング、及びネットワーキングの
機会を提供するプログラムである。カリキュラムの中
では、市場における自身の製品や技術を検証するため
に潜在的な顧客やその他のステークホルダーにアプ
ローチし、8週間で 100回以上のインタビューを実
施し、顧客が必要としているものと必要ないもの、顧
客の日常業務で困っている点等のコアとなる顧客の
ニーズと、商業化に必要な具体的な手順を理解する。
図表 2及び図表 3を見ると、ビジネスモデルに係る
知識、ライフサイエンスの商業化に係る知識水準など
が受講前後で明らかに向上しており、プログラムの実
施効果が現れていることが分かる。

（2）　Niche Assessment Program（NAP）
　Niche Assessment Program（NAP）は、フェー

注1 2017 年 11月 7日から 9日に米国ウィスコンシン州ミルウォーキーで開催された19th Annual NIH SBIR/STTR 
Conference における発表内容8）等をもとに作成。詳細については、筆者らのレポートを参照のこと9）。
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ズⅠの中小企業とフェーズⅠのファストトラック
の中小企業の商業化を促進するため、Technology 
Niche Analysis®（TNA®）を行う。TNA® の平均所
要期間は 2～3か月である。TNA® には、エンドユー

ザーのニーズと懸念、競合製品、開発する技術の競争
上の優位性、市場規模と潜在的市場シェア、市場参入
の障壁（価格、競争、規制、製造上の課題等）等が含
まれ、フェーズⅡの申請に必要な商業化計画の準備

出典：The 19th Annual SBIR/STTR Conference における Lili Portilla 氏（Director,
Offi  ce of Strategic Alliance, NCATS）の発表資料より

出典：The 19th Annual SBIR/STTR Conference における Lili Portilla 氏（Director,
Offi  ce of Strategic Alliance, NCATS）の発表資料より

図表 2　ビジネスモデルに係る知識

図表 3　ライフサイエンスの商業化に係る知識
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に役立つ。

（3）　Commercialization Accelerator Program（CAP）
　Commercialization Accelerator Program
（CAP）は、フェーズⅡの中小企業を対象とし、NIH
が資金を提供し Larta 社が管理・運営する全国規模
のプログラムである。CAPの技術支援・研修プログ
ラムのメニューには、戦略・事業計画、米国食品医薬
品局（FDA）の要件、技術評価、製造上の問題、特
許とライセンスの問題、戦略的提携の支援、投資家と
のパートナーシップの促進、個別指導・コンサルティ
ングが含まれている。また、このプログラムの特徴
は、以下に示すように、目的と成果がそれぞれ異なる
3つのトラックが存在し、参加企業のニーズをうまく
満たすように設計されていることである。
○商業化移行トラック（Commercialization Transition 
Track：CTT）
フェーズⅡの中小企業の大多数に適用される。企
業の状況に応じた計画を作成し、業界の専門家か
らフィードバックを受けることができ、特定の技
術に基づく商品化の計画（投資の必要性と見通し、
戦略的パートナーシップ、ライセンスなどを含む）
を評価し、確実な市場投入計画（商品化ロードマッ
プ、戦略的行動計画）の立案を可能にする。

○高度商業化トラック（Advanced Commercialization 
Track：ACT）
商業化の経験を有する中小企業に適用され、技術

の商業化を加速する際に発生する問題等の解決を
目的とする。

○規制 /償還トレーニング・トラック（Regulatory / 
Reimbursement Training Track：RTT）
十分な商業化の経験を有する中小企業に適用され
るトラックで、規制当局の認可や保険からの償還
に焦点を当てた支援プログラムである。

3. おわりに 
　以上、産業活性化や企業の個別ニーズへの対応を目
的とした人材養成の事例、企業への人材の輩出に直結
した人材養成の事例、企業のニーズを捉えた人材養成
の事例、中小企業・事業化支援施策における起業家支
援の事例について紹介してきた。将来構想部会の「今
後の高等教育の将来像の提示に向けた論点整理（平成
29年 12月 28日）」の中では、地域の高等教育機関
が、産業界や地方公共団体とともに将来像の議論や具
体的な交流等の方策について議論する「地域連携プ
ラットフォーム（仮称）」を構築していくことが必要
であり、その具体的な仕組みについても検討していく
ことが必要であるとしている。
　今後、地域の中小企業においてAI 等最新技術の導
入の際に発生し得る業務プロセスの変更への従業員
の適応性等の課題について、産官学の連携によりその
解決が促進することを期待する。
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